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【別紙２】 

 

○消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する

法律（平成 25 年法律第 96 号）（抄） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、消費者契約に関して相当多数の消費者に生じた財産的被

害について、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差に

より消費者が自らその回復を図ることには困難を伴う場合があることに鑑み、

その財産的被害を集団的に回復するため、特定適格消費者団体が被害回復裁

判手続を追行することができることとすることにより、消費者の利益の擁護

を図り、もって国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に寄与すること

を目的とする。 

 

（簡易確定手続申立団体による通知） 

第二十五条 簡易確定手続開始決定がされたときは、簡易確定手続申立団体は、

正当な理由がある場合を除き、届出期間の末日の一月前までに、知れている対

象消費者に対し、次に掲げる事項を書面又は電磁的方法（電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法をいう。以下同じ。）で

あって内閣府令で定めるものにより通知しなければならない。 

一～五 （略） 

 六 対象消費者が簡易確定手続申立団体に対して第三十一条第一項の授権を

する方法及び期間 

 七 （略） 

２ （略） 

 

（簡易確定手続についての対象消費者の授権） 

第三十一条 簡易確定手続申立団体は、対象債権について債権届出をし、及び当

該対象債権について簡易確定手続を追行するには、当該対象債権に係る対象

消費者の授権がなければならない。 

２～９ （略） 

 

（説明義務） 

第三十二条 簡易確定手続申立団体は、前条第一項の授権に先立ち、当該授権を

しようとする者に対し、内閣府令で定めるところにより、被害回復裁判手続の

概要及び事案の内容その他内閣府令で定める事項について、これを記載した



2 
 

書面を交付し、又はこれを記録した電磁的記録を提供して説明をしなければ

ならない。 

 

（特定適格消費者団体の認定） 

第六十五条 適格消費者団体は、内閣総理大臣の認定（以下「特定認定」という。）

を受けた場合に限り、被害回復関係業務を行うことができる。 

２ 前項に規定する「被害回復関係業務」とは、次に掲げる業務をいう。 

一 被害回復裁判手続に関する業務（第三十一条第一項又は第五十三条第一項

の授権に係る債権に係る裁判外の和解を含む。） 

二 前号に掲げる業務の遂行に必要な消費者の被害に関する情報の収集に係

る業務 

三 第一号に掲げる業務に付随する対象消費者に対する情報の提供及び金銭

その他の財産の管理に係る業務 

３ （略） 

４ 内閣総理大臣は、前項の申請をした適格消費者団体が次に掲げる要件の全

てに適合しているときに限り、特定認定をすることができる。 

一 差止請求関係業務（消費者契約法第十三条第一項に規定する差止請求関係

業務をいう。以下同じ。）を相当期間にわたり継続して適正に行っていると

認められること。 

二 第二項に規定する被害回復関係業務（以下単に「被害回復関係業務」とい

う。）の実施に係る組織、被害回復関係業務の実施の方法、被害回復関係業

務に関して知り得た情報の管理及び秘密の保持の方法、被害回復関係業務の

実施に関する金銭その他の財産の管理の方法その他の被害回復関係業務を

適正に遂行するための体制及び業務規程が適切に整備されていること。 

三 その理事に関し、次に掲げる要件に適合するものであること。 

イ 被害回復関係業務の執行を決定する機関として理事をもって構成する

理事会が置かれており、かつ、定款で定めるその決定の方法が次に掲げる

要件に適合していると認められること。 

（１） 当該理事会の決議が理事の過半数又はこれを上回る割合以上の多

数決により行われるものとされていること。 

（２） 共通義務確認の訴えの提起その他の被害回復関係業務の執行に係

る重要な事項の決定が理事その他の者に委任されていないこと。 

ロ 理事のうち一人以上が弁護士であること。 

四 共通義務確認の訴えの提起その他の被害回復裁判手続についての検討を

行う部門において消費者契約法第十三条第三項第五号イ及びロに掲げる者

（以下「専門委員」と総称する。）が共にその専門的な知識経験に基づいて
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必要な助言を行い又は意見を述べる体制が整備されていることその他被害

回復関係業務を遂行するための人的体制に照らして、被害回復関係業務を適

正に遂行することができる専門的な知識経験を有すると認められること。 

五 被害回復関係業務を適正に遂行するに足りる経理的基礎を有すること。 

六 被害回復関係業務に関して支払を受ける報酬又は費用がある場合には、そ

の額又は算定方法、支払方法その他必要な事項を定めており、これが消費者

の利益の擁護の見地から不当なものでないこと。 

七 被害回復関係業務以外の業務を行うことによって被害回復関係業務の適

正な遂行に支障を及ぼすおそれがないこと。 

５・６ （略） 

 

（適合命令及び改善命令） 

第八十五条 内閣総理大臣は、特定適格消費者団体が、第六十五条第四項第二号

から第七号までに掲げる要件のいずれかに適合しなくなったと認めるときは、

当該特定適格消費者団体に対し、これらの要件に適合するために必要な措置

をとるべきことを命ずることができる。 

２ （略） 

 

（特定認定の取消し等） 

第八十六条 内閣総理大臣は、特定適格消費者団体について、次のいずれかに掲

げる事由があるときは、特定認定を取り消すことができる。 

一 偽りその他不正の手段により特定認定、第六十九条第二項の有効期間の更

新又は第七十一条第三項若しくは第七十二条第三項の認可を受けたとき。 

二 第六十五条第四項各号に掲げる要件のいずれかに適合しなくなったとき。 

三 第六十五条第六項第一号又は第三号に該当するに至ったとき。 

四 前三号に掲げるもののほか、この法律若しくはこの法律に基づく命令の規

定又はこれらの規定に基づく処分に違反したとき（次項第二号に該当する場

合を除く。）。 

２～４ （略） 

 


